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防災用品等配付事業業務委託募集要項 

  

１ 件 名 

防災用品等配付事業業務委託 

２ プロポーザル方式実施の趣旨 

本委託は区が世帯に設置・備蓄していただきたいものに特化した「防災用品」を配付することで、

災害発生時においても区民の生命・身体・財産を守ることを目的とした業務支援委託である。 

一世帯あたりに付与する5,000円相当のポイントの範囲内で複数品目を組み合わせた「セット商品」

を、区民のニーズに合わせ、費用対効果の高い防災用品の最適な組み合わせを全体で30セット以上、

事業者から提示いただくことを提案要素として考えている。 

また、本事業の履行にあたっては、物品配送事業及び web 申請のシステム構築経験が必要であり、

いつ発生するかわからない災害への備えとして、申込みに応じて防災用品を期限内に確実に提供す

ることを求めている。システム構築から運用までを迅速かつ確実に行うため、事業者の有する知識・

経験や実績等を総合的に審査しより優れた者を選定する必要があることから、プロポーザル方式を

用いて事業者選定を行う。 

３ 委託期間 

契約締結の日から令和７年３月３１日まで 

ただし、契約期間に係る履行評価の結果に基づき、次年度の契約更新の判断を行います。 

（最大令和７年７月末日までの契約更新） 

４ 契約上限額 

令和６年度 1,879,240,000 円（税込） 

令和７年度    716,760,000 円（税込） 

計     2,596,000,000 円（税込） 

５ 委託内容 

別紙９「委託仕様書（案）」のとおり 

６ 参加資格要件 

（１） 東京都板橋区競争入札参加資格（東京電子自治体共同運営電子調達サービスによる物 

品買入れ等競争入札参加資格取得者）を有していること。 

（２） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６条）第１６７条の４の規定に該当しないこ

と。 

（３）東京都板橋区競争入札参加有資格者指名停止要綱（平成１７年３月３１日区長決定に 

よる指名停止を受けていないこと。 

（４）参加者及びその役員等が以下の項目に該当しないこと。 

ア 暴力団員等である、又は暴力団員等が経営に事実上参加している。 

イ 暴力団員等を雇用している。 

ウ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難される関係を有している。 

（５）提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 
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（６）提案金額が契約上限額の範囲内であること。 

   また、各年度の内訳金額についても上限額の範囲内であること。 

（７）一般財団法人日本情報経済社会推進協議会「プライバシーマーク」又は「情報セキュリ

ティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価制度」の認証を参加者自身が取得（取得

申請中を含む）していること。（証明するものを提出すること）。ただし、取得申請中の

場合は、契約日時点で取得を完了していること。 

７ 参加申込手続 

上記の参加資格要件を満たし、本プロポーザルに参加を希望する者は、以下により必要書 

類を提出すること。 

（１） 提出書類 

① プロポーザル参加申込書（様式１） …1部 

② 企画提案書（社名記載のあるものを１部及び社名記載のないものを９部） …１０部 

※  記載内容は、下記の「８ 企画提案書記載事項」を参照。 

③ 会社概要（会社案内パンフレット等） …１部 

④ 見積書 …１部（社名明記） 

⑤ 実績一覧（契約書の写し等） …１部（各最大１０件記載） 

※ 平成３１年度（令和元年度）から令和５年度の５年間に自治体等において、カタ

ログ事業の業務実績があるか、また防災関連業務の業務実績があれば履行した実績を

記載。受託事業件名、発注者（実施地域）、契約金額、内容等を明記。 

⑥ 財務諸表（損益計算書、貸借対照表）直近分 …１部 

※ 自己資本比率も明記すること。 

⑦ 法人の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）提出から３か月以内の発行 …１部 

⑧ 一般財団法人日本情報経済社会推進協議会「プライバシーマーク」又は「情報セキュ

リティマネジメントシステム（ISMS）適合性評価制度」の認証を取得（取得申請中を

含む）していることを証明する書類 …１部 

（２）提出期限 

令和６年７月２６日（金）１７時必着 

（３）提出方法・提出先 

以下の提出先に直接持参すること。ただし受付時間は平日９時から１７時までとし、来 

庁する際は事前に担当宛て連絡し、日時の調整を行うこと。 

〒173-8501 東京都板橋区板橋二丁目６６番１号 

板橋区役所 危機管理部 地域防災支援課 地域防災係（南館４階２４番窓口） 

担当：西原・木村  ☎０３－３５７９－２１５１ 

（４）留意事項 

① 企画提案書はＡ４サイズかつ表紙・目次を含め３０頁以内で作成し、頁番号を付番す

ること。なお、縦・横、色指定、両面・片面印刷、印刷方向等の指定はない。 

② 見積書及び企画提案書の再提出及び記載内容の変更は認めない。 

③ 書類に不備があった場合、または提出期限を過ぎた場合は受理しない。 

④ 本プロポーザル方式に関する経費については全て参加者の負担とする。 
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８ 企画提案書記載事項 

提出する企画提案書には、以下の事項を記載すること。 

（１） カタログ掲載用品 

在庫の確保や欠品を防ぐ方策について提示すること。また、一世帯あたりに付与する

5,000 円相当のポイントの範囲内で複数品目を組み合わせた「セット商品」を、区民

のニーズに合わせ、費用対効果の高い防災用品の最適な組み合わせを全体で 30 セッ

ト以上、提示すること。 

（２） 事業実施方針について 

本事業に対する目的、効果を提示すること。 

（３） 事業実施体制 

スケジュール実施に向けた工程、各業務の実施体制、役割分担、連携方法に加え、区

との情報共有体制を提示すること。 

（４） 事業の効果向上 

申し込み率向上のための方策を提示し、その他事業の効果を高める方策を提案するこ

と。 

（５） カタログの作成・配送 

指定期間内に区民に発送する仕組み、未達者等への再発送、返戻された通知の管理の

仕組みを提示すること。 

（６） 防災用品の申込み 

申込情報の管理体制、申込用 Web サイトのイメージ図、運用期間、処理件数（又は想

定処理件数）を提示すること。 

（７） 防災用品の発送 

防災用品発送に関する実施体制、誤配送防止の仕組み、宛先不明等により返戻された

防災用品管理の仕組みを提示すること。 

（８） コールセンター業務 

対象世帯数から想定する問い合わせ件数を算出し、それに伴う人員体制表を提示する

こと。 

（９） 個人情報の取り扱い 

区から受領した個人情報の管理方法や、使用後の廃棄方法について、再委託先も含め

たフロー図を用いて提示すること。 

（１０）その他追加提案 

    仕様書の要求事項以外に有用で改善効果が見込まれる提案をすること。 

（１１）区内事業者との連携 

全体業務の内どのような部分について区内事業者と連携していくかを提案すること。 

 

（１２）アンケートに関する事項 

アンケートの回収データ集計及び統計表示方法、回収率を高めるための方策を提案す

ること。 
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９ 選定方法及び審査項目・基準 

本選定は、「防災用品等配付事業業務委託事業者選定委員会」（以下、「選定委員会」という。）

による第一次審査（書類審査）及び第二次審査（プレゼンテーション）の二段階で実施する。 

（１）第一次審査（書類審査）※別表１「１次審査表【重要項目及び審査基準】」のとおり 

第一次審査基準に基づき、参加資格要件の確認を行う。また、応募事業者が４者を超え 

た場合は企画提案の評価により、４者を選定する。なお、見積書の提案金額が契約上限

額を超えて提出された場合は第二次審査に進めない。 

（２）第二次審査（プレゼンテーション）※別表２「２次審査表【プレゼンテーション】」の

とおり 

第一次審査を通過した事業者を対象に、第二次審査（プレゼンテーション）を実施する。

第二次審査（プレゼンテーション）においては、必ず業務受託後の担当者（予定も可）

が説明することとする。第二次審査基準に基づく評価点の合計点数が最も高い事業者

を提案採用者とする。ただし、評価点が満点の合計点の２分の１を超えないときは、提

案採用者としないものとする。 

10 スケジュール（予定） 

  公募期間（申込受付期間）     令和６年７月１２日（金）から 

                   令和６年７月２６日（金）１７時まで 

  質問期限             令和６年７月１８日（木）１７時まで 

質問回答             令和６年７月１９日（金）１５時回答予定 

  第一次審査結果通知        令和６年８月 ６日（火） 

  第二次審査（プレゼンテーション） 令和６年８月１３日（火） 

第二次審査結果通知・公表     令和６年８月１６日（金）予定 

11 質問及び回答 

本プロポーザルに関する質問については、次のとおり取り扱う。ただし、回答することによ

り本選定の公平な執行を妨げると判断される質問等については回答しないことがある。 

 

（１）質問方法 

質問書（様式２）を作成し、下記問合せ先記載のメールアドレスに電子メールで送付す

ること。電子メール以外の方法による質問は受付しない。 

（２）質問受付期限 

令和６年７月１８日（木）１７時まで 

（３）回答について 

上記受付期限までに電子メールにて送付された質問については、令和６年７月１９日

（金）１５時までに電子メールにて回答するほか、全ての事業者が確認できるよう板橋   

区ホームページに公開する。 

12 プロポーザル方式結果の公表 

第二次審査終了後に、審査項目、審査基準、審査結果（順位、評価点等）及び評価点の内訳 
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を公表する。また、提案採用者については、事業者名、提案価格も公表する。 

13 提案書等の情報公開 

本プロポーザルへの参加申込手続き以降に区に提出された書類については、東京都板橋区 

情報公開条例に基づき公文書公開請求（情報公開）の対象となる。同条例第６条第 1項第１ 

号から第６号に該当する事項以外は原則公開となることから、あらかじめ了承のうえ提出す 

ること。 

14 その他 

  受託者が個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法律及び東京都板橋区個人

情報保護法施行条例の規定に基づく個人情報の取り扱いに係る保護措置を講ずること。 

15 問合せ先 

〒173-8501 東京都板橋区板橋二丁目６６番１号 

板橋区役所 危機管理部 地域防災支援課 地域防災係 担当：西原・木村 

電話番号：03-3579-2151  E - m a i l：kk-chibou@city.itabashi.tokyo.jp 


